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東京証券取引所は2024年5月9日、プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備に係る有価
証券上場規程（以下「上場規程」という）等の一部改正及び「プライム市場における英文開示の拡充に向け
た上場制度の整備について」に対するパブリック・コメントの結果を公表しました。 

 

ポイント 

 

 

 

 上場規程の企業行動規範において、プライム市場上場会社に対する以下の内容を規
定する。 

 重要な会社情報について可能な限り、日本語と同時に英語で同一の内容の開
示を行うよう努める旨の努力義務 

 決算情報及び適時開示情報について、日本語による開示と同時に英語による
開示を行うことの義務化 

 決算情報及び適時開示情報の全書類・全文について英語による開示を行うことが望
ましいとされているが、開示内容の一部又は概要のみについて英語による開示を行
うことも認める。 

 改正後の上場規程による英文開示義務は、2025年4月1日以後に開示するものから
適用される。ただし、所定の書面を提出した場合は、2026年4月1日以後に開示する
ものから適用される。 

東証、プライム市場における英文開示の拡充
に向けた上場制度の整備に係る有価証券上場
規程等の一部改正を公表 
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1. 経緯 

金融庁及び東京証券取引所（以下「東証」という）は、2021年6月に改訂したコーポレー
トガバナンス・コードにおいて、プライム市場上場会社に対し、開示書類のうち必要とさ
れる情報について、英語での開示・提供を行うべきである旨を追記し（補充原則3-1②）、
英文開示の取組の推進を図ってきました。 

また、2022年6月に公表された金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告
において、プライム市場上場企業に対する積極的な有価証券報告書の英文開示の実施が
期待されるとの提言がなされました。 

こういった動向を踏まえ、東証は2022年7月に「市場区分の見直しに関するフォローアッ
プ」を設置し、英文開示のさらなる拡充を進めるに当たっての論点整理を実施した上で、
英文開示の実施を求める対象、適用時期、開示のタイミング等について議論を進めてき
ました。 

本改正は、当該議論を踏まえ、プライム市場上場会社への更なる海外投資家の投資を呼
び込み、対話を通じた企業価値向上を促していく観点から、プライム市場の英文開示の
拡充に向けて、所要の制度整備を行うために上場規程等の改正を行うものです。 

なお、本改正の公表とあわせて、2024年2月より実施された、本改正の内容について規定
した「プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備について」に対す
るパブリック・コメントの結果についても公表されています。 

 

2. 改正の概要 

本改正では、上場規程の企業行動規範の節に以下の内容が新たに規定されています。 

 

（1）英文開示に関する努力義務 

企業行動規範の「望まれる事項」として、プライム市場上場会社に対し、重要な会社情報
について可能な限り、日本語と同時に英語で同一の内容の開示を行うよう努める旨の努
力義務が規定されています（上場規程第445条の8）。 

 

（2）決算情報・適時開示情報の英文開示の義務化 

企業行動規範の「遵守すべき事項」として、プライム市場上場会社に対し、決算情報及び
適時開示情報について、日本語による開示と同時に、英語による開示を行うことが規定
されています（上場規程第436条の4）。 

 

① 英文開示の対象となる決算情報・適時開示情報 

本改正では、英文開示の対象となる決算情報・適時開示情報について、以下のように規定
されています（上場規程第436条の4第1項）。 

項目 想定される書類 

決算情報 
・ 決算短信、四半期決算短信 

・ 決算補足説明資料（例：決算短信の補足資料、決算説明会資料） 

適時開示情報 
・ 全ての適時開示項目（TDnetを利用して適時開示する会社情報

（決算情報以外）で、軽微基準に該当する場合も含む） 



3 

 

ポイント解説 

© 2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.  

なお、英文開示について、日本語で投資判断に重要な影響を与える会社情報が適時・適切
に開示されていることを前提として、日本語の開示の参考訳に位置づけるものとしてい
ます。その上で、英文開示の内容の正確性については規則違反に対する措置の対象に含
めないこととされています。 

 

② 決算情報・適時開示情報に含まれる情報のうち英文開示を行う範囲 

本改正では、決算情報・適時開示情報に含まれる情報のうち、英文開示を行う範囲につい
て、以下のように規定されています（上場規程第436条の4第1項・第2項）。 

項目 
望ましい対応

（第1項） 
認められる対応（第2項） 

決算情報 

全書類・全文 

開示内容の一部又は概要（例：決算短信・四半期
決算短信のサマリー情報のみ） 

適時開示情報 
開示内容の一部又は概要（範囲については各社で
検討） 

本改正では、全書類・全文の英文開示が望ましいとする一方、海外投資家との対話内容も
踏まえて範囲を検討した上で、英文開示を行う範囲を、日本語による開示の一部又は概
要のみとすることも認めています。 

また、日本語による開示の一部又は概要のみを英語により開示した場合において、後日、
全文の英文開示が求められるものではないとされています。 

 

③ 英文開示のタイミング 

本改正では、英文開示のタイミングについて、以下のように規定されています（上場規程 

第436条の4第1項）。 

項目 
原則 

（第1項本文） 

例外 

（第1項但書） 

決算情報 

同時 

英文開示を行おうとすると日本語による開示に遅
延が生じる場合、同時でなくても可（例：発生事実
に係る開示など急遽対応が必要になる場合） 適時開示情報 

なお、本改正では、英文開示の同時開示のために日本語の開示が遅延することのないよ
う、留意することが要請されています。 

特に、決算短信、四半期決算短信については、その内容が定まった場合に直ちに開示する
という趣旨を踏まえ、英文開示を行うために開示日程を後ろ倒しするのではなく、英文開
示に係る工程を工夫する、英文開示を同時に行う範囲を検討する（②参照）等により、英文
開示について日本語と同時に実施する体制の構築に努めることが要請されています。 

 

④ 監査人による期中レビューとの関係 

本改正では、英文開示を日本語の開示の参考訳として位置づけている（①参照）ことか
ら、英語の四半期財務諸表等に対する監査人の期中レビューは求めていません。 

ただし、海外投資家のニーズ等を踏まえ、英語の期中レビュー報告書が必要と判断する
場合には、監査人とも相談の上、対応を検討することが示されています。
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3. 適用時期と猶予規定 

本改正による英文開示の義務化について、2025年4月1日以後に開示するものから適用さ
れます。 

ただし、必要な体制整備に時間を要する企業も想定されることから、2025年1月6日から
3月14日の間に、英語による開示の実施予定時期を記載した取引所所定の書面を提出する
ことで、適用を1年間猶予し、2026年4月1日以後に開示するものから適用することが認め
られています。 

なお、書面の提出を行った上場会社の名称及び英文開示の実施予定時期の一覧は、東証
のウェブサイトにおいて公表される予定とされています。 
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